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令和７年度山陽小野田市健全化判断比率及び資金不足比率  

に関する審査意見について  

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第

２２条第１項の規定により、審査に付された令和７年度決算に基づく健

全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載

した書類を審査したので、次のとおり意見書を提出する。  
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令和７年度山陽小野田市健全化判断比率及び資金不足比率に

関する審査意見書 

 

１ 審査の対象 

(1) 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項関係  

ア 実質赤字比率  

イ 連結実質赤字比率  

ウ 実質公債費比率 

エ 将来負担比率  

(2) 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項関係 

ア 公営企業の資金不足比率  

(3) 附属資料  

ア 各比率の算定調書  

 

２ 審査の期間 

令和８年８月３日から令和８年８月１３日まで 

 

３ 審査の方法 

市長から提出された地方公共団体の財政の健全化に関する法律に

基づく健全化判断比率並びに資金不足比率の算定の基礎となる事項

を記載した書類の正確性について、関係書類と照合するとともに、必

要な事項については関係職員の説明を求め審査を実施した。  

 

４ 審査の結果 

審査に付された書類は、いずれも地方公共団体の財政の健全化に  

関する法律に基づく健全化判断比率等の算定様式により作成されて

おり、かつ、計数は関係書類と符合し、正確であると認めた。  

なお、これらに対する審査意見は次に述べるとおりである。  
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１ 総合意見【資料編別表１・別表５参照】  

審査に付された次表の健全化判断比率及び資金不足比率並びに

その算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成

されているものと認められた。  

 

 

 

２ 個別意見  

(1) 実質赤字比率について【資料編別表２参照】  

令和７年度における標準財政規模は 205 億 5,677 万 2 千円であ

り、実質収支は黒字（4 億 7,057 万円）となっているので、実質

赤字比率の算出はなく早期健全化には該当しない。     

 

 

(2) 連結実質赤字比率について【資料編別表２参照】  

令和７年度における標準財政規模は 205 億 5,677 万 2 千円であ

　　　一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

　実質赤字比率　＝　
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
　　×　100

　・一般会計等の実質赤字額

　　　実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 +（支払繰延額 + 事業繰越額）

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

(%)

350.0

病 院 事 業

令和６年度

工 業 用 水 道 事 業

下 水 道 事 業 -

28.5 29.3

20.0

③

④

法適用

健　全　化　判　断　比　率

資　金　不　足　比　率

　※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は「-」と表記している。

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

①

②

令和７年度 早期健全化基準

-

-

8.8

12.44

17.44

令和６年度

-

-

9.6 25.0

令和７年度

　※資金不足額がない場合は「-」と表記している。「法」は、地方公営企業法を示す。

-

-

-

経営健全化基準

-

-

-

-

水 道 事 業
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り、一般会計、各公営企業会計及び各特別会計の連結実質収支は

黒字（38 億 4,203 万 6 千円）となっているので、連結実質赤字比

率の算出はなく早期健全化には該当しない。  

   

 

(3) 実質公債費比率について【資料編別表３参照】                        

   令和７年度における実質公債費比率は 8.8％となっている。早期

健全化基準の 25.0％と比較すると、これを下回っているので早期

健全化には該当しない。      

 

 

 

　　　　（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）
　　　　　　　　Ｅ－Ｄ

　Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く） ①

　Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（準元利償還金） ②+③+④+⑤+⑥+⑦

　Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源 ⑧

　Ｄ：普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に

　　　算入された地方債の元利償還金・準元利償還金 ⑨+⑩+⑪

　Ｅ：標準財政規模 ⑫+⑬+⑭

　実質公債費比率　＝ 　×　１００

　（単位：％）

8.8 9.6 9.5
実質公債費比率
（３ヵ年平均）

    実質公債費比率の推移表

区　　　分 令和７年度 令和６年度 令和５年度

・連結実質赤字額

　下記のＡとＢの合計額が、ＣとＤの合計額を超える場合の当該超える額

Ａ：一般会計及び公営企業(地方公営企業法適用企業・非適用企業)以外の特別会計の

　連結実質赤字比率　＝　
連結実質赤字額

標準財政規模
　　×　100

Ｂ：公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

Ｃ：一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字

　  の合計額

Ｄ：公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

    うち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
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  (4) 将来負担比率について【資料編別表４参照】    

将来負担額 489 億 6,747 万 6 千円から充当可能財源等 438 億

5,313 万 9 千円を減じた額を標準財政規模 205 億 5,677 万 2 千円

から算入公債費等の額 26 億 1,858 万 5 千円を減じた額で除した

将来負担比率は 28.5％となっている。早期健全化基準の 350.0％

と比較すると、これを下回っているので早期健全化には該当し

ない。 

     

 

(5) 公営企業の資金不足比率について【資料編別表５参照】  

            負担見込額

 ×100

　　・将来負担額：下記の Ａ から  Ｊ までの合計額

　　・充当可能基金額：上記のＡからHまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

　　　　Ｆ：地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案

　　　　Ａ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　　　　Ｂ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの）

　　　　Ｃ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額　　

　　　　Ｄ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　　　　Ｅ：退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

標準財政規模　－　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　将来負担比率 ＝

将来負担額－（充当可能基金額　＋　特定財源見込額
                                              ＋　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

　　　　　  した一般会計等の負担見込額

　　　　I：連結実質赤字額

 　　 　J：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

　　　　　 立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　　　　G:当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の

　　　　H:設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべ

　　　　　 きものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設

 　   　＝（流動負債 + 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高
　　　　　 － 流動資産）－ 解消可能資金不足額

　　　　＝（歳出額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 
　　　　　　－ 歳入額）－ 解消可能資金不足額

　　　資金の不足額（法適用企業）　

　  　資金の不足額（法非適用企業）　

資金不足比率 ＝　
　資金の不足額

　×　100
　事業の規模

　・資金の不足額

　　　※指定管理者制度(利用料金制)を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。

　　　※宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達し

　　　　た資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

　　　※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事

　　　※宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

　  　　　　　　　　　　　　情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額

　・事業の規模
　　　事業の規模（法適用企業）＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額　　
　    事業の規模（法非適用企業）
　　　　　　　　　　　 ＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額
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ア 法適用企業  

病院事業会計、水道事業会計、工業用水道事業会計及び下水道

事業会計全ての会計において､資金不足比率としての算出はなく、

経営健全化には該当しない。  

 

 

３ むすび  

実質公債費比率は 8.8％で、前年度に比べ 0.8 ポイント低下（改

善）した。この比率は３か年平均の数値であり、令和７年度のみの

単年度の比率は 7.8％で、前年度の 8.4％から 0.6 ポイント低下（改

善）している。これは主に、特定財源の額が増加したこと及び標準

税収入額等と普通交付税の額の増加により標準財政規模が増加した

ことによるものである。  

   将来負担比率は 28.5％で、前年度に比べ 0.8 ポイント低下（改善）

した。これは主に、基準財政需要額算入見込額の減少により充当可

能財源等は減少したが、地方債の現在高の減少により将来負担額が

減少したこと及び標準財政規模が増加したことによるものである。  

当年度の健全化判断比率の各比率は、健全化法に基づく各基準値

を見る限り健全な状態にあると判断でき、財政健全化に向けた日々

の努力を評価する。今後も普通建設事業の実施状況や将来の推移も

踏まえ、各比率を十分注視しながら、引き続き堅実で効率的な財政

運営に努められたい。  
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財政健全化関係資料編 
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  別表１  健全化判断比率調書     

 
 

 
  別表２  実質・連結実質赤字比率調書     

                                           
 ※実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤

字比率（％）」は負の値で表示される。  

（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

352161 山口県 山陽小野田市 - - 8.8 28.5

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 12.44 17.44 25.0 350.0

20,556,772 0 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 会　　計　　名 資金不足・剰余額

一般会計 470,570 水道事業会計 1,370,940

工業用水道事業会計 1,162,375

病院事業会計 756,943

一 下水道事業会計 246,570

法

般

適

会

用

計

企

等

業

小　　　計 470,570

標準財政規模 20,556,772

実質赤字比率　（％） -2.28

会　　計　　名 実質収支額

国民健康保険特別会計 137,100

介護保険特別会計 141,537

後期高齢者医療特別会計 955 法

駐車場事業特別会計 38,122

小型自動車競走事業特別会計 -483,076 非

適

用

企

業

合　　　　　計 3,842,036

標準財政規模（再掲） 20,556,772

連結実質赤字比率　（％） -18.68

宅
地
造
成
事
業

宅
地
造
成
事
業
以
外

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

宅
地
造
成
事
業

宅
地
造
成
事
業
以
外

一
般
会
計
等
以
外
の
特
別
会
計
の
う
ち

公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
以
外
の
会
計
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  別表３  実質公債費比率調書     

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ② ③ ④ ⑤

元利償還金の額
（繰上償還額等
を除く）（３③
Ａ表「元利償還
金」欄の数値を
転記）

積立不足額を考
慮して算定した
額（３①表
「エ」欄の数値
を転記）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）（３①表
「ウ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

令和５年度 3,826,066 1,180,477 54,793

令和６年度 3,581,568 986,502 52,647

令和７年度 3,542,605 1,041,573 62,488

⑫ ⑬ ⑭
標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債

発行可能額

令和５年度 11,513,497 7,775,284 173,647

令和６年度 11,715,755 8,067,506 78,450

令和７年度 11,982,401 8,574,371
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（単位：千円）

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

特定財源の額
（３③Ａ表「特
定財源計」欄の
数値を転記）

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

密度補正により基
準財政需要額に算
入された元利償還
金及び準元利償還
金（ただし、④～
⑦に係るものは、
地方債の元利償還
額を基礎として算
入されたものに限
る。）

18 495,754 480,743 2,307,753 86,964

17 513,276 472,907 2,089,609 91,553

14 626,211 501,134 2,032,232 85,219

⑮
地方財政法第５
条の３第４項第
１号の規定に基
づき総務大臣が
定める額
（特別区のみ記
入）

令和５年度 10.18957

令和６年度 8.44618

令和７年度 7.81508

8.8

実質公債費比率
（単年度）

実質公債費比率
（３カ年平均）
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  別表４  将来負担比率調書     

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来負担額

32,638,793 0 11,229,477 554,262 4,496,394

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

12,757,724 5,227,809 4,940,987 25,867,606

債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

20,556,772

充当可能基金
充当可能
特定歳入

地方債の現在高

将来負担額　A

標準財政規模　Ｃ

48,967,476

2,618,585

43,853,139

算入公債費等の額　Ｄ

基準財政需要額
算入見込額

充当可能財源等　Ｂ

―

―
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（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 地方独立行政法人 第三セクター等

48,550 0 48,532 0 18 0 0

組合連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

設立法人の
負債額等

負担見込額

17,938,187

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

28.5

将来負担比率　（％）5,114,337

＝ ＝
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  別表５  公営企業の資金不足比率調書    

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 　

a-b-c-d-e(-f) 流動負債 a
土地前受金

f (宅造）

水道 法適 537,681 874,171

工業用水道 法適 37,314 45,588

病院 法適 459,529 859,158

下水道 法適 291,351 1,477,790

(7)

解消可能資金
不足額

0

0

0

0

ＰＦＩ建設
事業費等e

控除額 d
 控除未払
 金等c

(11)

k+l
（宅造のみ）

資本+負債
k

PFI建設事業費等

のうち流動負債に

係るリース債務　l

 控除企業
 債等 b

336,490

資金不足額
(資金不足比率)

法適

8,274

399,629

 うち指定管理
 者利用料金

営業収益の額
  -受託工事収
    益の額

(10)

1,432,515

宅造
区分

1

1

1

資金不足額・剰余額
(連結実質赤字比率)

(8)

1,370,940

1,162,375

(9)

756,943

工業用水道事業会計

病院事業会計

事業区分特別会計名

水道事業会計

下水道事業会計 1 1,186,439

246,570 －　 726,338

－　

－　

－　

313,222

4,566,711
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※ (8)は、連結実質赤字比率の算定に用いる額であり (7)－ (6)で算定されるが (6)＞ 0 のとき、

(7)－ (6) ＞ 0 であっても「 0」となる。  

（単位：千円）

(2) (3) (4) (5) (6)

算入地方債 g-h-i(-j) 流動資産 g 控除財源 h 控除額 i
土地評価差額

j （宅造）

地方債残高
（宅造）

長期借入金
（宅造）

　令3条1項の額

 　・令4条の額

0 1,908,621 1,908,621 -1,370,940

0 1,199,689 1,199,689 -1,162,375

108,925 1,325,397 1,325,397 -756,943

0 537,921 537,921 -246,570

1,432,515

313,222

4,566,711

726,338

(12)

事業の規模 (10)or(11)

－　

－　

－　

－　

(13)

繰越欠損金

0

0

3,281,115

0

（単位：千円）

6.7

5.7

3.7

1.2

資金不足比率 （％）

(9)/(12)

標準財政規模比 （％）

 (8)/標準財政規模


